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テクノロジー×オープン イノベーションで新たな価値を創造する企業へ

　株主の皆様におかれましては、平素より格別の
ご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　当社は2021年９月30日をもって、第40期を
終了いたしましたので、事業の概況等をご報告
申しあげます。
　株主の皆様におかれましては、引き続きの
ご支援を賜りますよう宜しくお願い申しあげます。

2021年12月

代表取締役社長　吉 尾 春 樹

当期（2021年９月期）の決算について
教えてください。

IT技術により効率的に情報を収集、整理、発信し、社会を構成するひとりひとりが情報を十分に活用していくことが
できる環境を実現したいと願っております。
当社の従業員は、常に新しいことに積極的に取組み、お客様、自己、会社(株主様)、社会への大きな責任を常に自
覚し、優れた企業人として振舞う人でありたいと願っております。

当社グループが属する情報サービス産業におきまし
ては、政府が推奨する第４次産業革命の進展により、AI、
IoT、RPA、ブロックチェーンといったテクノロジーの活用や
シェアリングエコノミーへの取組み、デジタルネイティブ
企業へと変革する各企業の取組みが加速する中、社会構
想が大きく変化する「ニューノーマル」時代を支える技
術的な支援やサービスの提供が一層求められておりま
す。また、慢性的な人材不足による現場技術者および現場
作業員の確保と育成が大きな課題であり、費用の高騰等
厳しい市場環境が続いております。
　このような環境の下、当社は、2021年１月１日付にて、
fabbit株式会社を吸収合併いたしました。また、積極的な
人材の採用および良質なエンジニアの育成に取組みなが

Q

A

当社は、優れたIT技術により、お客様の問題解決に真摯に取組み、
お客様、そして社会に必要とされる会社として貢献いたします。経 営 理 念

株 主 の 皆 様 へ ／トップ インタビュー TO OUR SHAREHOLDERS / TOP INTERVIEW
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景気は緩やかな回復基調が期待される一方、企業の
IT投資全般におきましては、先進的な企業においては、
デジタルトランスフォーメーション（DX、X DIGITAL）
領域への投資が引き続き進んでいくものと予測しており
ます。
　当社といたしましては、新たなテクノロジーの活用や
シェアリングエコノミー等の潮流が生じ各企業が「デジ
タルネイティブ企業」へと変革する取組みが進むこれか
らの環境の変化をビジネスチャンスと捉え、当社のITテ
クノロジーと子会社 SS Technologies株式会社（旧会
社名 株式会社DigiIT）の事業活動を通じて、RPAソリ
ューションやWEBコンサルティングといったDX領域推
進のほか、主要顧客が展開するシェアリングエコノミー事

テクノロジー×オープン イノベーションで新たな価値を創造する企業へ

ら、SaaS商品の提供と、システム開発分野全般のサービス
価値向上に努めてまいりました。
　これらの結果、当連結会計年度の売上高は前連結会計
年度に比して2,056百万円（71.8％）増加し4,920百万円、
営業利益は377百万円（前年同期は営業損失251百万円）
となりました。また、経常利益は342百万円（前年同期は
経常損失275百万円）、親会社株主に帰属する当期純
利益は483百万円（前年同期は親会社株主に帰属する
当期純損失655百万円）となりました。

業・プラットフォーム事業とのシナジーを活かした新たな
サービスの提供を引き続き加速させてまいります。
　また、当社グループは子会社を交えたこれらの企業
活動を通じて、未来のIT企業に求められる企業価値
創造や風土の醸成を行い、将来にわたりマーケットから
求められる存在力を有する、魅力ある企業グループと
なることを目指します。
　これらにより、次期の業績予想は、売上高5,000百万
円、営業利益400百万円、経常利益370百万円、親会社
株主に帰属する当期純利益220百万円を見込んでおり
ます。

来期（2022年９月期）の見通しについては
いかがですか。

Q

A

株 主 の 皆 様 へ ／トップ インタビュー TO OUR SHAREHOLDERS / TOP INTERVIEW

当社グループは従来から推進してきた金融、情報
通信などの開発はもちろん、RPA、AIなどのDXへの取
組みをあわせたテクノロジーへの注力を明確化しまし
た。あわせて2021年より「SSクラウドシリーズ」を展開
し、ビジネスの基盤を拡大しております。
　また、本年1月にfabbit株式会社を吸収合併により、
オープンイノベーション事業をもう一つの柱としました。
fabbitでは、多くのスタートアップ企業と大企業の連携
を支援し、オープンイノベーションの提供、アライアンス
サービスやFA（ファイナンシャル・アドバイザリー）など
のコンサルティングを加え、新たな価値創造を目指し

今後の事業への取組みについて
お聞かせください。

Q

A
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ます。
　新しい技術の取得による高付加価値サービスの
提供、既存顧客への更なる深耕と新規顧客の開拓に
よる売上高の拡大と徹底したコスト管理により、筋肉
質な経営基盤の構築を通じて安定的な収益性を確保・
維持できる体制整備を進めてまいります。

ト ッ プ イ ン タ ビ ュ ー TOP INTERVIEW

株主の皆様に対する利益配分につきましては、株
主重視の基本政策に基づき、将来にわたる安定配当
の維持と企業体質の強化ならびに今後の事業展開に

株主の皆様へメッセージを
お願いいたします。

Q

A

必要な内部留保の確保等を念頭に、利益水準、財政
状態および配当性向等を総合的に考慮した上で実
施していく方針であります。
　本方針に基づき当期の期末配当は１株につき２円
とさせていただきました。
　当社グループは、2022年４月からの東京証券取
引所の市場区分の見直しにおいて、時価総額や流動
性の基準を充たし、高い水準のガバナンスを確保し、

「プライム」にふさわしいグループへと成長を遂げた
いと思います。
　株主の皆様にはこれまで以上のご理解とご支援を
賜りますよう、今後とも宜しくお願い申しあげます。
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　当社は、2021年11月12日に、中期経営計画（2022-2024）を公表いたしました。2021年９月期の実績を踏まえ、2023年９月

の計画数値を上方修正しました。最終年度である2024年９月期は売上高80億円、営業利益10億円を目指しております。

　テクノロジー事業は、成長が見込まれる国内SaaS市場において、当社は、①システム開発で培った実績とノウハウ、②不動産関

連業務に特化した商品・サービスのラインナップ、③価格優位性と展開力という３つの強みを生かし、SaaS新商品のリリースや高

いシェアを獲得してまいります。

　オープンイノベーション事業では、2021年９月時点で約1.4万人のfabbit会員数を５万人に増やすとともに、他業種からなる

fabbit会員との提携・協業により新しい価値を社会に提供することを目指します。また、fabbit会員企業との連携を手掛け、新たな

サービスを創出しております。

　当社は、より良い社会の形成と企業の持続可能な発展のため、ESGの3つの要素である、環境（Environment)、社会(Social）、

ガバナンス（Governance）に対する取組みを行っております。具体的には、不動産業界は紙による管理が主体ですが、当社

グループが販売するSSクラウドシリーズを用いて、業務の効率化、ペーパーレス化の推進に寄与します。fabbitにおいては、ス

タートアップ企業、ベンチャー企業、企業の第二創業支援を行い、ビジネスマッチングの場を提供しております。今後も、引き

続き、事業拡大・企業価値の向上を目指してまいります。

ITテクノロジーとイノベーションで社会のDXを推進します

ト ピ ッ ク ス  1 TOPICS 1

営業利益推移
（単位：百万円）

売上高推移
（単位：百万円）

当期純利益推移
（単位：百万円）

2023年
予想

2024年
目標

2022年
予想

2020年 2021年

377377

1,0001,000

-251-251

700700

400400

2023年
予想

2024年
目標

2022年
予想

2020年 2021年

483483

700700

-655-655

500500

220220

2023年
予想

2024年
目標

2022年
予想

2020年 2021年

4,9204,920

8,0008,000

2,8632,863

7,0007,000

5,0005,000

■中期経営計画（2022-2024）計画数値
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売上高
4,920百万円

事 業 別 の 概 況 OVERVIEW BY BUSINESS

不動産DXに係る10個のSaaS商品を積極的に
市場に投入。
多業種に展開可能なSSペイメントシリーズを
導入。

積極的な営業活動により、順調に導入数が増加。
SaaS商品導入拠点数は早くも3万拠点超増。

売上増に伴う利益幅に加え、原価率低減により
営業利益も前期比大幅増。

●テクノロジー事業
　75.8％

●投資事業
　3.2％

●その他事業
　0.0％

●オープン
　イノベーション事業
　21.0％

セグメントポイント

Point

Point

Point

前期比大幅増収増益を達成

売上高

4,920百万円
前期比171.8％ 

当期純利益

483百万円
前期比＋1,139百万円 

営業利益

377百万円
前期比＋628百万円 

5
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事 業 別 の 概 況 OVERVIEW BY BUSINESS

■テクノロジー事業
　Web技術をベースとする
システム開発に強みを持ち、
不動産分野、情報通信分野、
生損保分野、教育分野等の
お客様に対して長年にわたっ
てシステム開発およびソリ
ューションサービスの提供、賃
貸不動産情報サイトの運営に加え、RPAソリューションサービス、SSクラウドシ
リーズを含めたSaaSの提供を行っております。
　当連結会計年度におきましては、各分野において継続案件は引き続き堅調に
推移し、不動産分野にて新規開発案件を獲得しました。
　これらにより、テクノロジー事業の売上高は前連結会計年度に比して960百万円

（34.6％）増加し3,735百万円、セグメント利益は前連結会計年度に比して254百
万円（621.7％）増加し295百万円となりました。

売上高 ３,73５百万円
（前期比３４．６%増）

セグメント利益２９５百万円
（前期比６２１．７%増）

　異業種・異分野が持つ技
術やアイデア等を取り入れ、
スタートアップ企業への事業
立ち上げ等のコンサルティ
ング、イノベーションの場の
提供としてシェアオフィスの
運営を行っております。
　当連結会計年度におきましては、コンサルティングが計画通り推移いたし
ました。
　これらにより、オープンイノベーション事業の売上高は1,067百万円、セグ
メント利益は97百万円となりました。

■オープンイノベーション事業
売上高 1,067百万円※

セグメント利益 97百万円※

※当連結会計年度より新設されたセグメントの
ため、前年同期の数値は記載しておりません。
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第40期
2021年9月30日現在

第39期
2020年9月30日現在

負債純資産合計
7,443

資産合計
7,443

負債純資産合計
4,997

資産合計
4,997 流動資産

4,158

固定資産
3,285

流動負債 1,103
固定負債   525

流動負債 419
固定負債 612

有形固定資産 38
無形固定資産 944

投資             
その他の資産 755

株主資本 3,950
その他の包括利益     

累計額 △8
新株予約権 13

非支配株主持分  8

純資産
5,814

流動資産
3,258

固定資産
1,738

純資産
3,964

有形固定資産 47
無形固定資産 2,435

投資      
その他の資産 803

株主資本 5,813
その他の包括利益       

累計額 △18
新株予約権 35

非支配株主持分 △15

連 結 財 務 デ ー タ CONSOLIDATED FINANCIAL STATEMENTS

資産の状況　（単位：百万円）

財務ハイライト
■ 経常利益/●経常利益率

（単位：百万円 / ％）

■ 営業利益　
（単位：百万円）

■ 売上高　
（単位：百万円）

第40期第39期第38期

2,8632,863

4,9204,920

3,0003,000

第39期第38期

153153

第40期

377377

△251△251
第38期 第40期第39期

8585

342342

2.82.8

△275△275
△9.6△9.6

7.07.0

7

010_0251701302112.indd   7010_0251701302112.indd   7 2021/12/08   14:11:222021/12/08   14:11:22



連 結 財 務 デ ー タ CONSOLIDATED FINANCIAL STATEMENTS

第40期
2020年10月1日▶2021年9月30日

第39期
2019年10月1日▶2020年9月30日

経常
利益

親会社株主に
帰属する
当期純利益

当期
純利益

売上高

4,920

342

3,619

565 483483
79
営業外
費用

44 241

営業外
収益

売上
原価

売上
総利益

1,301 営業
利益

377

特別
損失特別

利益 18
法人税等
82 0

経常
損失

税金等調整前
当期純損失

当期
純損失

売上高

2,863

275
621 656

親会社株主に
帰属する
当期純損失

655

売上
総利益

339

営業
損失

251

923

販売費及び
一般管理費

非支配株主に
帰属する
当期純利益

税金等調整前
当期純利益

損益の状況　（単位：百万円）

■  親会社株主に帰属する当期純利益
（単位：百万円）

■ 総資産　
（単位：百万円）

■ 純資産　
（単位：百万円）

第40期第39期第38期
△1,724△1,724

△655△655

483483

第40期第39期第38期

5,6105,610
4,9974,997

7,4437,443

第40期第39期第38期

3,9643,964

5,8145,814
4,7464,746
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　当社は、2022年４月に予定される株式会社東京証券取引所の市場区分の見直しに関して、2021年11月12日に「新市場区分の
上場維持基準の適合に向けた計画書」を公表いたしました。
　当社の移行基準日時点（2021年６月30日）におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況は、流通株式時価総額につい
ては基準を充たしておりません。当社は、流通株式時価総額に関しては2024年９月期までに上場維持基準を充たすために各種
取組みを進めてまいります。

プライム市場基準適合に向けた基本方針
　当社は、当社が持続的に成長し、当社の中長期的な企業価値を向上させることにより、プライム市場上場維持基準への適合を
目指してまいります。
　また、意思決定の透明性と公正性を確保するとともに、保有する経営資源を十分有効に活用し、迅速かつ果断な意思決定に
より、常に最良のコーポレートガバナンスを追求し、その充実に継続的に取組みます。

「時価総額」向上に向けた課題と取組み
　時価総額を構成する主要項目である

「株価」を上昇させることが最重要で
あると考えています。
　「株価」ひいては「企業価値」の向上
に向け、以下の施策に取組んでまい
ります。
　１．中期経営計画の推進
　２．IR活動の積極化
　３．サステナビリティに関する取組み
　　の推進 （右の図参照⇒）

「流通株式比率」向上に向けた課題と
取組み
　関係会社が保有する当社株式の
一部を売却するなど、当社株式の流動
性を高めるための取組みを進めて
まいります。

■サステナビリティに関する取組みの推進

環境への貢献 E
ペーパーレス社会の実現へ貢献
◦クラウド完結型商品の提供で紙の使用量削減

気候変動イニシアティブに参加

労働環境の改善 S 働き方改革、ワークライフバランスの充実化
◦当社のプロダクト、サービスを提供することにより、業務

効率化、生産性向上を実現し働き方改革の推進に寄与

パートナーシップの
締結による相乗効果 S

地域イノベーションの創出支援
◦ベンチャーキャピタルとの協定を締結、大学発リアルテッ

クベンチャー投資へ支援
◦行政との連携強化で新たな事業を創出

セカンドキャリア、創業支援
◦SSAP事業でアスリートの就労・創業をサポート

九州地区を中心とした地域貢献活動
◦サッカーJ1リーグ アビスパ福岡を応援
◦アビスパ福岡および星槎大学との包括的提携によるア

スリートへの学修機会を提供
◦子ども食堂への寄付
◦バッカーズ九州寺子屋支援者の会に入会

ガバナンスの強化 G さらに透明性が高く迅速な意思決定が可能な体制へ

新市場区分の上場維持基準の適合に向けた取組みについて

ト ピ ッ ク ス  2 TOPICS 2
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株式の状況

会社の概要　（2021年9月30日現在）

商号 株式会社システムソフト
設立 1979年9月
代表者の氏名 吉尾　春樹
決算期 9月30日
従業員数 170名 （連結・2021年9月30日現在）
主要な事業所 東京本社（東京都千代田区）

福岡本社（福岡市中央区）

大株主の状況

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

Apaman Network 株式会社 11,854,700 14.09
APAMAN株式会社 8,692,320 10.33
ＣＲＥＤＩＴ ＳＵＩＳＳＥ ＡＧ， ＤＵＢＬＩＮ ＢＲＡＮＣＨ ＰＲＩＭＥ 
ＣＬＩＥＮＴ ＡＳＳＥＴ ＥＱＵＩＴＹ ＡＣＣＯＵＮＴ 4,177,000 4.96

ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥＳ ＬＩＭＩＴＥＤ 
ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ （ＣＡＳＨＰＢ） 3,443,200 4.09

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）） 3,205,700 3.81

大村浩次 2,500,000 2.97
SMBC日興証券株式会社 2,378,900 2.82
丸山三千夫 2,150,000 2.55
丸山光子 931,000 1.10
ＤＥＵＴＳＣＨＥ ＢＡＮＫ ＡＧ ＬＯＮＤＯＮ ＧＰＦ 
ＣＬＩＥＮＴ ＯＭＮＩ － ＦＵＬＬ ＴＡＸ ６１３ 872,500 1.03

（注）  持株比率は自己株式（31,864株）を控除し、小数点第２位未満を切り
捨てて表示しております。

発行可能株式総数 140,000,000株
発行済株式総数 84,136,240株
株主数 12,995名

株式分布状況

所有者別分布

●金融機関
　4,717,400株（5.60％）

●証券会社
　6,190,681株
　（7.36％）

●その他の法人
　21,600,248株
　（25.67％）

●自己名義 31,864株（0.04％）

●個人・その他
　40,093,743株
　（47.66％）

●外国法人等
　11,502,304株（13.67％）

株 式 情 報 　 （2021年9月30日現在） STOCK INFORMATION

会 社 概 要 　 CORPORATE INFORMATION

役　員　（2021年12月22日現在）

代表取締役社長 吉尾　春樹
取締役 石川　雅浩
取締役 大村　浩次
取締役 結城　耕造
取締役（社外） 高橋　裕次郎
取締役（社外） 浅子　正明
常勤監査役（社外） 平山　美智子
監査役（社外） 島田　敏雄
監査役（社外） 高橋　英朗

10

010_0251701302112.indd   10010_0251701302112.indd   10 2021/12/08   14:11:232021/12/08   14:11:23



事業年度 毎年10月1日から翌年9月30日まで
定時株主総会 毎年12月開催
基準日 定時株主総会　　毎年9月30日

期 末 配 当 金　　毎年9月30日
中 間 配 当 金　　毎年3月31日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事務取扱場所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

【郵便物送付先】
〒168－0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

【電話照会先】
0120－782－031

【インターネットホームページURL】
https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

公告の方法 当社のホームページに掲載いたします。
https://www.systemsoft.co.jp/ir/index.shtml
やむを得ない事由により電子公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載いたします。

上場証券取引所 東京証券取引所 市場第一部（証券コード7527）
単元株式数 100株

株式に関する住所変更等の
お手続きについてのご照会

証券会社に口座を開設されている株主
様は、口座のある証券会社宛にお願いい
たします。証券会社に口座を開設されて
いない株主様は、左記の電話照会先にご
連絡ください。

未払配当金の支払について

お受け取りがお済みでない配当金等に
関するお手続きにつきましては、左記の
電話照会先にご連絡ください。

特別口座について

株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券
保管振替機構）を利用されていなかった
株主様には、株主名簿管理人である左記の
三井住友信託銀行株式会社に口座（特別
口座といいます。）を開設しております。
特別口座についてのご照会および住所
変更等のお届出は、左記の電話照会先に
お願いいたします。

当社ウェブサイトのIR情報のページに決算情報など最新の情報を配信しております。ぜひご活用ください。

ウェブサイトのご案内

福岡本社
〒810-8665  福岡市中央区天神一丁目12番1号
電話　092－732－1515（代表）

東京本社
〒100-0004  東京都千代田区大手町二丁目6番1号

株式会社 システムソフト

https://www.systemsoft.co.jp/ システムソフト ○○
┃┃    検 索

株 主 メ モ STOCK INFORMATION
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